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―― 認定 NPO 法人・特例認定 NPO 法人制度の基礎から認定取得まで ―― 

 

 

 

 

寄附獲得だけじゃなく「法人運営の基盤強化」も図れる！ 

意外な認定取得のメリットもご紹介！ 
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[はじめに] 

 「認定 NPO 法人って寄附金優遇税制が受けられるので寄附が集めやすくなる！」と考えている方は

少なくありません。しかし、その条件をご紹介すると「え、そんなに大変なの？」と引かれてしまうこ

とも多々あるのも事実です。 

 

各所轄庁が発行している「認定 NPO 法人の手引書」も難しい用語ばかりでややこしく見えます。し

かし実際に認定・特例認定（2017 年 3 月までは「仮認定」と表現）の申請をおこなった団体からは「最

初感じていたほど申請は難しくはなかった」という感想が意外に多く聞かれます。 

 

 そこでできるだけ多くの方が一歩を踏み出すことができるように平易な言葉で表現しよう、という発

想で作成したのがこの冊子です。2015 年に仮認定 NPO 法人となり、2017 年度中の認定 NPO 法人化

を目指しているわかやま NPO センターで、申請時の書類作成を主に担当したスタッフがその時の経験

を元に執筆しています。 

 申請の書類を作成した立場では「税制優遇を受けるからには、これくらいの手続きが必要になるのは

当然かな」というのが率直な感想。実際のところは、認定の申請より毎年寄附金を集め続けるための仕

組みやプログラムづくりのほうがたいへんです。しかし申請の一連の流れを振り返ると、組織として本

当に必要な実務が整理できたのも事実です。 

 

 NPO を社会に根付かせるとともに、地域から信頼を得て存在感をますます高めるための手段の一つと

して認定 NPO 法人化を是非ご検討下さい。仮に認定の取得に至らなかったとしても、組織運営を振り

返るきっかけになるものと確信しています。 

 

 この冊子が、認定・特例認定 NPO 法人化を目指すみなさんの参考に少しでもなれば幸いです。 

 

2017 年 3 月 

NPO 法人わかやま NPO センター 

 

 

 

【おことわり】 

 このリーフレットではわかりやすさを優先して、細かい条件等の記述を省略・集約している点があり

ます。また記述は和歌山県の認定の手引書を参考にしています。実際の申請書類作成については各所轄

庁の手引書やガイドライン等を必ずご参照下さい。 

 この冊子を参考にしたことに起因する損害等への補償等はいたしかねますので、あらかじめご了承下

さい。 
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[1] 認定 NPO 法人とはそもそもなに？ 

 一般の NPO 法人に寄附をしても優遇措置はありません。しかし、特に地域に貢献する「公益的な活

動」をおこなっており、「幅広い方から支援を受けていること」が「客観的に認められる」団体につい

ては「認定 NPO 法人」とし、認定 NPO 法人への寄附は所得税の還付が受けられるなどの税制優遇を

しましょう、ということになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 ちなみに、公益社団法人・公益財団法人・社会福祉法人等で一定の条件を満たす団体も同様に、寄附

金が優遇税制の対象になります。 

 

[2] 認定 NPO 法人になると得られる税制優遇 

 

 認定 NPO 法人になることで受けられる税制優遇は、 

① 認定 NPO 法人への寄附金については「寄附してくれた方に」税制優遇が適用される 

② 相続財産から認定 NPO 法人に寄附を行った場合、その分は「寄附してくれた方の」

相続税の算定から控除される 

③ 「認定 NPO 法人自体」にみなし寄附金の制度が使える 

・・・の 3 つです。 

 

① 認定 NPO 法人への寄附金については「寄附してくれた方に」税制優遇が適用される 

 

 寄附するのが個人か法人かで優遇の内容が異なりますので、分けて説明します。 

【個人の場合】 

 個人が認定 NPO 法人に寄附をした場合、

「寄附金控除」の対象となり「税額控除」

「所得控除」のいずれかが受けられます。

このうち「所得控除」は高所得者でないと

メリットがありませんのでここでは割愛し

ます。 

多くの方にメリットのある「税額控除」

は、寄附した金額から 2,000 円を差し引い

た額の 40%が所得税から、4%・6%が県

総寄附額 

2,000 円 
（税額控除 

適用下限額） 

【所得税から】 

（総寄附額－

2,000 円）×40％ 

【県民税・市町村

民税から（最大）】 

（総寄附額－

2,000 円）×10％ 

確定申告により還付 
税額控除の仕組み 

この「客観的に認められる」というのが認定のポイントです。 

・ いくら「自分たちは社会に対していいことをやっているんだ」と考えていても、それが第

三者に客観的に伝えることができなければ、制度の適用を受けることができません。 

・ 「客観的に認められている」ことを測る指標として、寄附受け入れ金額や寄附者の人数な

どの数字が用いられます。 
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民税・市町村民税から、それぞれ控除されます。控除された税金は、翌年に確定申告をおこなうことに

より還付されます。 

 例えば 10,000 円を認定 NPO 法人に寄附した場合、2,000 円を引いた 8,000 円の最大 50%、4,000

円が還付されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【法人の場合】 

 法人の資本金や収益の額によって定まる「一般損金算入限度額」の範囲内の寄附金は損金として処理

できますが、認定 NPO 法人に寄附すると「一般損金算入限度額」に加えて「特別損金算入限度額」が

適用され、損金として処理できる寄附金額が大幅に拡大されます。 

 仮に資本金 2,000 万円、所得 100 万円の企業の場合、一般損金算入限度額は 18,750 円、特別損金

算入限度額は 68,750 円で、合わせて 87,500 円になります。通常の法人に比べて 7 万円近く多くの寄

附が、損金つまり「経費」として処理できますので、企業としては節税にもつながり寄附をしやすくな

ります。 

 

②相続財産から認定 NPO 法人に寄附を行った場合、その分は「寄附してくれた方の」相

続税の算定から控除される 

 

財産を相続した人が認定 NPO 法人に寄附をした場合、寄

附した分の相続財産が非課税になります。 

例えば 5,000 万円の財産を相続した人が、認定 NPO 法

人に 2,000 万円を寄附すると、相続税の対象になるのは

3,000 万円になります。 

高齢化が進むなかで、今後相続税にまつわる話は増加す

ることが想定されます。相続財産を公益的な活動に活かそ

う、という動きも活発になるかもしれませんね。 

 

 

 

 

 

５
０
０
０
万
円 

3000

万円 

2000

万円 

相続財産 相続財産 

通常は相続財産

全額に相続税が

課税される 

認定 NPO 法

人に寄附 

相続税課税対

象額は 3,000

万円に 

相続税について（例） 

所得税等の還付には確定申告が必要です。年末調整では手続きできません。 

・ 所得税等の還付の対象になるのは、前年 1 月～12 月の 12 ヶ月間に行なった寄附金に対し

てです。4 月～3 月ではありません。 

・ 寄附日は実際に法人に寄附金の入金があった日が基準です。クレジットカード決済など、

決済完了から入金まで時間がかかる場合、例えば 11 月に決済が完了して入金は翌年 1 月

になるような場合は、当年の寄附には算入できませんので、注意が必要です。 

・ 確定申告には当該 NPO 法人が発行する寄附金の受領証明書が必要です。 

・ 県民税・市町村民税の控除の有無は、各自治体の条例によって異なります。 
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③「認定 NPO 法人自体」にみなし寄附金の制度が使える 

 

 あまり聞き慣れない「みなし寄附金」。 

 これは「法人税法上の収益事業」をおこなっている認

定 NPO 法人に適用されるものです。法人税法上の収益

事業から利益が出た場合、本来はその利益全額に法人税

がかかります。しかし、認定 NPO 法人の場合は、その

利益の一部を「法人税課税対象外の事業」の赤字補填に

充当することができます。これを「非収益事業に寄附し

た」とみなすので「みなし寄附金」と呼びます。収益事

業の利益が減りますから、結果として法人税が減税とな

ります。 

 

 認定は一度受けると有効期間は 5 年間ありますが、期限が来ると有効期間の更新が必要です。更新の

審査にも長期間かかることから、5 年めの途中から更新手続きをおこなう必要があります。 

 

[3] 特例認定（旧・仮認定）NPO 法人とは？ 

 設立まもない法人に認定取得のチャンスを提供するために、設立から 5 年以内の団体を対象に、寄附

受け入れの実績（PST）以外の認定要件を満たしていれば特例的に 3 年間に限って税制優遇が受けられ

る「特例認定 NPO 法人」制度があります。2017 年 3 月までは「仮認定 NPO 法人」という名称で呼ば

れていたものです。 

 「特例」なので条件があり、[2]②で取り上げた「相続税非課税」と③で取り上げた「みなし寄附金」

制度は対象外となります。 

なお設立まもない法人でも、PST を含めたすべての基準を満たしていれば、特例認定ではなく認定

NPO 法人取得を目指すことができます。 

 

[4] 認定・特例認定を取るために必要な要件は？ 

 認定を取るためには、以下の 1）から 9）の要件を、特例認定を取るためには 2）から 9）の要件を、

実績判定期間内においてすべて満たす必要があります。 

要件を満たしておかないといけないのは、初めての認定と特例認定の場合は直近 2 事業年度、認定の

更新の場合は直近 5 事業年度で、この期間を「実績判定期間」と呼びます。なお軽微な事情で要件を満

たせなくても、それをもって直ちに認定が認められない、というわけではなく、指摘事項を改善すれば

認められることもあるなど、総合的に判断されることとなっているようです。 

 

 1）パブリックサポートテスト（PST）がクリアできているか条例に指定する個別指定を受けている 

 2）事業活動において、共益的活動の占める割合が 50%未満である 

 3）運営組織及び経理が適切である 

 4）事業活動の内容が適正である 

損益分岐点 

もとの利益 

← 

みなし寄附

金適用後の

利益。 

課税対象の

利益が減る

ことで結果

的に減税に 

利益の一部を移動！ 

法人税法上

の収益事業 

非収益事業 

みなし 
寄附金 
制度の 
概 要 



－5－ 

 

 5）情報公開を適切に行なっている 

 6）所轄庁などに対して事業報告書等を提出している 

 7）法令違反、不正行為、公益に反する事実等がない 

 8）設立から 1 年以上経過している 

 9）欠格事由に該当しない 

 

 これだけを見ると難しそうですが、意外に簡単な条件もたくさんあります。具体的にみていきます。 

 

1）パブリックサポートテスト（PST）がクリアできているか、条例による個別指定を受

けている 

 「パブリックサポートテスト（PST）」とは、団体が幅広い方から寄附で応援されているかどうかを判

定する基準で、①絶対値基準と②相対値基準の 2 種類があり、どちらかを選択します。 

 

①絶対値基準 

 ざっくりいえば「年間 3,000 円以上の寄附を年

平均 100 名以上から受けている」ことです。 

 ただし、 

 （ア）寄附者の住所と氏名が明らかである 

 （イ）寄附者本人と生計を同じくしている方（家

族やパートナーなど）は 1 人とカウントする 

 （ウ）申請する法人の役員と、役員と生計を同じ

くしている方からの寄附はカウントできない 

 ・・・という条件があります。 

ですので匿名の寄附はカウントできませんし、家族 4 人から寄附を受けても 1 人としかカウントでき

ません。さらに、法人の役員やその家族からの寄附もカウントできませんので注意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 では会費はといいますと、「対価性のある会費」は寄附金とはみなされません。 

少なくとも、正会員の会費は社員総会での議決権が「対価」と解釈され、寄附金にはなりません。 

 

 

絶対値基準とは 

年間 3,000 円以上の

寄附を 100 人以上か

ら受けていること 

法人の役員と家族は 

カウントできない 
・・ ・・ × 

・・ × 対価性のある会費は

カウントできない 

▲山✕雄さん 

和歌山市◆◆◆ 

2016.10.5 \5,000 寄附 

・・ 

寄附者の住所・氏名・寄附

入金日・金額がわかること 

・ 同じ方から複数回にわたって少額の寄附をいただいたような場合、1 年間で 3,000 円以上

になっていればカウントできます。 

・ 「年平均」100 名以上ですので、ある年度の寄附者が 100 名未満にとどまったとしても

ほかの年度で 100 名以上から寄附を獲得し、年平均 100 名以上になれば OK です。 

・ 寄附受け入れの実績が具体的にわかるよう、寄附者の住所・氏名・寄附受け入れ年月日・

寄附受け入れ額等を記載した寄附者名簿を作成しておきましょう。 

・ 役員や役員の家族等からの寄附は絶対値基準にはカウントできませんが、認定 NPO 法人

になった際の税制優遇措置は受けられます。 
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②相対値基準 

 ざっくりいえば「法人総収入額の 20%以上が寄附金収入である」ことです。実際の計算式はややこ

しいので、まずは実績判定期間中の法人総収入額合計と寄附金収入額合計の比率を計算してみて、20%

前後かそれ以上であれば、詳しい計算をされてみることをおすすめします。 

相対値基準には算出方法が 4 種類あります。このうち 2 つをご紹介します。 

 

（算出方法 1：本則） 

 受け入れ寄附金総額から、 

（ア）同一の方からの寄附金のうち、受け入れ寄附金総額 

の 10%を超える金額（認定 NPO 法人または特定公益増進

法人であれば寄附金総額の 50%を超える金額） 

（イ）同一の方からの寄付金額が年間 1,000 円未満の少

額寄附の合計額 

（ウ）氏名・住所が明らかではない寄附金 ・・・の 3 つ

を引いて、 

（エ）会員相互の親睦など共益的活動にかかった経費・・・を足した額（A）を求めます。 

 そして総収入額（経常収益額と経常外収益額の合計）から、 

（オ）国や地方公共団体からの補助金・委託事業費等、（カ）資産売却などによる臨時的収入額、 

（キ）同一の方からの寄付金額が年間 1,000 円未満の少額寄附の合計額、 

（ク）氏名・住所が明らかではない寄附金 ・・・を差し引いた額（B）を求めます。 

 そのうえで（A）/（B）が 20%以上であれば PST 基準クリアとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（算出方法 2：小規模法人特例） 

 実績判定期間内における総収入額の年平均が 800 万円未満であり、実績判定期間内に 3,000 円以上

の寄附を役員・社員（正会員）を除いて 50 名以上から受け入れていればこの計算式が使えます。 

・ 社員（正会員）会費が口数制になっていて、社員総会での議決権が口数に関係なく平等と

みなされる場合、2 口目以降の会費については寄附金として算入できるのが一般的。 

・ 口数制の有無に関わらず、正会員が会費のほかに明らかに寄附金として入金したと認めら

れる金銭は寄附金として算入できます。 

・ 賛助会員など正会員以外の会費については、会員特典などの形で実質的に金銭的な対価が

得られていると認められる場合（会員価格が適用される場合、有償の頒布物が無償で提供

される場合など）はその対価の分は寄附金としてみなされません。 

・ 役員が寄附を行った場合に、役員の配偶者や三親等以内の親族、生計を同じくしている方

からの寄附もあった場合は 1 人からの寄附とみなして金額を合算します。場合によっては

上記（ア）に該当する可能性があるので注意が必要です。 

・ 寄附受け入れの実績が具体的にわかるよう、寄附者の住所・氏名・寄附受け入れ年月日・

寄附受け入れ額等を記載した寄附者名簿を作成しておきましょう。 

・ 少額寄附（イ・キ）、匿名寄附（ウ・ク）は分子と分母双方から差し引く形となります。 

A さん B さん C さん D さん E さん… 

相対値基準の算入について 

寄附金額 

寄附総額の

10% 

1,000 円 

この部分は計算に

算入できない 
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 受け入れ寄附金総額から、 

（ア）同一の方からの寄附金のうち受け入れ寄附金総額の 10%を超える金額（認定 NPO 法人または特

定公益増進法人であれば寄附金総額の 50%を超える金額）・・・を引いて、 

（イ）受取会費から会員相互の親睦など共益的活動にかかった経費・・・を足した額（C）を求めます。 

 そして、総収入額（経常収益額と経常外収益額の合計）から 

（ウ）国や地方公共団体からの補助金・委託事業費等、（エ）資産売却などによる臨時的収入額・・・

を差し引いた額（D）を求めます。 

 

 そのうえで（C）/（D）が 20%以上であればこの基準がクリアとなります。 

 

 見た目ややこしい！のですが、寄附金受け入れ台帳があって、帳簿がきちんと整えられていれば、各々

の額を算出する作業はそれほど困難ではないはず。一度チャレンジ！ 

 ほかに、国の補助金等（国・地方公共団体・独立行政法人などからの補助金のことです。委託事業費

は含みません）を計算式に算入できる方法が、本則・小規模法人特例それぞれにあります。事業内容に

よってはこちらのほうが有利なことがあります。 

 

 もうひとつの「条例による個別指定」については、和歌山県内では該当する条例がありませんので、

和歌山県内に主たる事務所を置く法人はこの方法は使えません。 

 

2）事業活動において、共益的活動の占める割合が 50%未満である 

 

「共益的活動」とは 

・ 会員等のみを対象としたサービスや会議の実施、会報誌の発行 

・ 特定の地域に住む方や、特定のグループにのみ便益が及ぶ活動 

・ 特定の人物や著作物に関する普及啓発や広報宣伝などの活動 

・ 特定の者の意に反した行為を求める活動 

を指します。全体の活動に占める、これらの共益的活動の割合が 50%未満であるということです。

一般には、かかった費用の割合で判断されます。 

 

3）運営組織及び経理が適切である 

 NPO 法人の役員には「3 親等以内の親族が 1/3 を超えて

はならない」という規定がありますが、認定要件では、「同

一の法人の役員や職員で構成されるグループの人数が1/3

以下」という規定が追加されます。ですので、各役員が勤

務・関与している企業や団体を確認しておく必要がありま

す。 

 

 さらに「公認会計士か監査法人の監査を受けているか、青色申告法人と同様の帳簿があること」。後

者は複式簿記で経理をおこなっていて総勘定元帳をはじめとした帳票書類が整えられていることを指

します。また「帳票書類の保存ルール」も決めておかなければなりません。そして「各社員の表決権が

 

 
 

 

A 

 

B 

 

C 

 

D 

 

E 

 

F 

 G 

 

H 

 

I 

 

J 

 

K 

 

L 

 

A 

 

D 

 

E 

 
親族規定のほか、同一企業や団体の役員・職員 

などが 1/3 を超えるとこれも NG となります 
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平等であること」、「使途不明金がないこと」、「帳簿に虚偽の記載がないこと」が必要です。複式簿記で

会計をおこなうことが原則となり、ここが事実上一番のハードルかも？ 

 

4）事業活動の内容が適正である 

 ①宗教活動や政治活動を行なっていないこと、②役員・社員・職員・寄附者・それらの親族に対する

特別の利益供与がないこと、③営利事業者や宗教・政治活動を行う人、公職者・候補者に寄付を行って

いないこと、がまず求められます。一般の NPO 法人であれば「主たる目的であってはならない」とさ

れている宗教・政治活動も認定 NPO 法人では原則認められません。 

 事業費に関する規定も 2 つあり①「総事業費に占める特定非営利活動にかかる事業費の割合」が実績

判定期間を通じて 80%以上であること、②「受け入れ寄附金の総額に占める、受け入れ寄附金から特

定非営利活動にかかる事業に充当した額の割合」が 70%以上であること、が求められます。 

 特定非営利活動以外の事業をおこなっていない法人であれば、①はまずクリアできますね。②も事業

に寄附金を積極的に充当していればまずクリアできると思います。 

 

5）情報公開を適切に行なっている 

 これは、事業報告書や役員名簿などを一般に公開できること、一般の方からの情報公開に応えること

ができることです。 

 認定 NPO 法人は、役職員や会員、利害関係者に限らず、一般の方からも要請があれば所定の情報公

開を行う必要があります。 

 

6）所轄庁などに対して事業報告書等を提出している 

 事業年度終了後 3 ヶ月以内に所轄庁に対して事業報告書等を提出しているかどうか。これは NPO 法

人としては当たり前ですね。 

 

7）法令違反、不正行為、公益に反する事実等がない 

 法令や法令に基づく行政処分に違反する事実はない、不正行為はない、公益に反する事実はない、の

3 点です。このなかには登記が正しく行われていることなども含まれます。 

 

8）設立から 1 年以上経過している 

 設立の日から 1 事業年度、ではありません。1 年以上経過していることが条件です。 

 

9）欠格事由に該当しない 

 5 年以内に認定・特例認定を取り消された NPO 法人で、取り消し 1 年以内にその法人の理事を務め

ていた人がいると欠格事項に抵触します。 

その他、禁錮以上の刑が終わった日もしくは猶予が終わった日から 5 年以内の方、NPO 法・国税や

地方税に関する法律、暴力団員不当行為防止法・暴力行為等処罰法違反などの法律に違反してから 5 年

以内の方などが理事にいてもダメです。 

 また団体としては 

・ 認定・特例認定取り消しから 5 年以内 

・ 定款・事業計画書の内容に法令違反がある団体 
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・ 国税・地方税の滞納処分が執行されているか処分終了から 3 年以内の団体 

・ 国税や地方税にかかる重加算税が課せられてから 3 年以内の団体 

・ 暴力団か暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 といった項目に抵触していると NG です。 

 

 [5] 認定・特例認定申請に必要な書類と手続き 

 

 認定や特例認定の申請にはたくさんの書類が必要です。 

 まず、所轄庁が示す書類だけでも 

① 認定基準第 1 表 （PST 基準）← 特例認定の場合は不要 

② 認定基準第 2 表 （共益的活動が 50％未満であること） 

③ 認定基準第 3 表 （組織運営が適正か） 

④ 認定基準第 3 表付表 1 （実績判定期間内の全役員の名簿等） 

⑤ 認定基準第 3 表付表 2 （作成している帳票書類の内容） 

⑥ 認定基準第 4 表 （事業が適正かの証明） 

⑦ 認定基準第 4 表付表 1 （役員報酬等の状況、支払い給与総額） 

⑧ 認定基準第 4 表付表 2 （役員等への資産譲渡・役務提供、支出した寄附金等の状況） 

⑨ 認定基準第 5 表 （情報公開の確認） 

⑩ 認定基準第 6・7・8 表 （事業報告書等の提出・法令違反等の状況、設立時期の確認） 

⑪ 欠格事由チェック表 

⑫ 添付書類一覧表 

⑬ 申請書 

⑭ 寄附金を充当する予定の事業 

 ・・・の 14 種類あります。 

ほかに、 

⑮ 給与規定・役員報酬規定 

⑯ 国税・都道府県民税・市区町村税を滞納していないことを示す納税証明書 

 ・・・を添付します。 

 

 このなかで一番たいへんなのはいうまでもなく①ですが、意外に大変なのは④です。実績判定期間内

に1日でも役員だった人の一覧をさかのぼるのは、役員変更届出書が残っていても結構面倒です。逆に、

他の書類については、きちんと会計書類が整っていればそれほど難しくはありません。 

 これ以外にも「実地検査」において 

 寄附者台帳（特例認定 NPO 法人の場合は除く） 

 総勘定元帳などの帳簿（公認会計士・監査法人の監査を受けている場合はその監査証明書も） 

領収書等支出状況が明らかになる書類綴 

  職員一覧表や給与台帳 

  NPO 法人の事業活動がわかる資料（パンフレット、会報誌、報道記事、事業所一覧等） 

  事業費の内容や、申請書に記載されている内容がわかる資料等 
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  補助金や助成金を受けている場合はその募集要項や申請書、報告書等 

  情報公開の規則等 

  会員制度・寄附金の内容がわかる資料 

 ・・・などを用意する必要があります。 

 

 最後に、実際の申請から認定に至るまでの流れをご紹介します。 

 

 まず所轄庁に事前に相談に出向きます。この段階で①～⑭の書類はある程度完成させておき、⑮・⑯

についても準備をおこなっておきましょう。もちろん想定される他の書類もできるだけ整理しておきま

しょう。相談と書類作成を重ねて、①～⑯を正式に提出し、他の書類を準備します。 

 

 提出からしばらく日がたってから、「実地検査」として、所轄庁の職員さんが事務所にやってきます。

申請書類に書かれていることを元に、記載内容の根拠となる書類等の確認をしたり、ヒアリングがあっ

たりします。若干緊張はすると思いますが、質問には堂々と答えましょう。 

 所轄庁の職員さんも基本的には認定・特例認定 NPO 法人は増やしたいと考えていますから、好意的

に受け取っていただけるはずです。しかし、認定・特例認定は税制優遇につながる手続きです。法律に

基づき申請書に記載されている内容を「客観的に証明できる証拠を元に」突き合わせる作業を行わない

といけない立場にいらっしゃることを忘れてはいけません。 

 

 うちの場合、実地検査は 3 人がかりで概ね 6 時間くらいかかりました。所要時間は団体の規模などに

よって前後するかと思います。実地検査で申請書類に記載している数字に間違いが見つかり、その場で

理由もわかりましたので、書類の差し替えが発生しましたが、だからといってすぐに NG になるわけで

はありません。あくまで総合的に判断されるようです。 

 ちなみに、当方では 12 月 25 日に申請書を提出し、翌年 3 月 16 日に実地検査、5 月 14 日に仮認定

となりました。申請が年末でしたから、審査期間は実質 4 か月くらいでしょうか。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【つまり認定・特例認定 NPO 法人になるにはこういうことが必要！】 

・ 最低限、複式簿記による会計処理をしましょう 

・ 会計帳簿、寄付金台帳、議事録、賃金台帳など組織運営にかかる書類、各種規則、行政

等への申請・届出書類などは体系立てて整理しておきましょう 

・ 団体の情報発信、事業の記録はきちんと残しておきましょう 

・ 法人として認定・特例認定 NPO 法人化後の取り組みについて話し合っておきましょう 

・ 事業報告書や役員変更届出書など所轄庁への提出、法務局への各種変更登記は必ず期限

内におこなっておきましょう 

・ 常に情報公開をおこなっておきましょう 
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[おわりに] 認定 NPO 法人ってやっぱりたいへんじゃん？ 

 

 最初に「実際書類を作成してみると、想像していたよりは簡単だった」と申し上げました。わたしが

作業のなかで、一番面倒だったのは申請書類というよりは、事業内容を客観的に確認するための様々な

書類を整える、ということでした。もちろん書類の作成はしていましたが、体系立てての整理が不十分

で、実地検査に合わせて、他のスタッフとともに手分けして整理した次第です。 

 申請書類作成は手元に残されている過去の書類をみながら計算したり、役員の経歴を辿っていったり、

と半ば単純作業です。要はきちんと書類等を作成し、体系立てて保管していれば、各種書類の作成につ

いては時間がかかるかもしれないし、面倒かもしれないけど、それほど困難ではない、ということです。 

 

 こうしたことがキチンと整えられるということは、NPO 法人の組織基盤の強化につながります。定

款だけではなく各種法令に則った形で NPO 法人は運営をしなければなりませんが、その大切さを改め

て認識させられました。 

 認定・特例認定 NPO 法人になった後は、書類の作成・整理だけではなく、継続して寄附をいただけ

るようなプログラムの作成・実施が重なってきますので、その意味では引き続きたいへんですが、まっ

とうな市民活動が評価され、地域からの信頼と支援を獲得して、課題解決に務めるのがあるべき姿のひ

とつと考えます。 

 

 NPO 法人のみなさん、是非、認定 NPO 法人化を検討してみてください。認定の申請に至らなかった

としても、そのプロセスを通じてご自身の団体の振り返りと組織基盤強化につながるヒントは必ず見つ

かるはずです。 

 

 

 

 

実録!? 認定 NPO 法人への道 

認定 NPO 法人・特例認定 NPO 法人制度の基礎から認定取得まで 

 

制作 特定非営利活動法人わかやま NPO センター 

   〒640-8331 和歌山市美園町 5-6-12  

   TEL 073-424-2223 FAX 073-423-8355 

   URL http://www.wnc.jp/ E-mail info@wnc.jp 

 

 

引用される場合は出典元を明記してくださいますようお願いします。 

 

リーフレットの印刷にあたっては、認定 NPO 法人制度を普及したいという趣旨に賛同いただいたみな

さまからのご寄附を活用させていただいております。この場を借りて厚く御礼申し上げます。 


